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社会保障・税番号制度の導入について 
 

 社会保障・税番号制度の導入により、平成 27 年 10 月以降、住民票を有する全ての方に１人１つ
の個人番号（12 桁）が通知され、設立登記法人（株式会社、学校法人、宗教法人等）などの法人や
団体の方に１法人１つの法人番号（13 桁）が通知されます。 
 税務署へ提出いただく申告書等にも番号の記載が必要となりますが、法人税及び地方法人税の申
告書については平成 28 年１月以降に開始する連結事業年度等に係る申告書から、法人番号を記載し
ていただくことになります。 
 社会保障・税番号制度についての詳しい情報は、国税庁ホームページ（www.nta.go.jp）内の「社
会保障・税番号制度について」をご覧ください。 
 なお、「社会保障・税番号制度について」のページは、国税庁ホームページのトップページにある
「社会保障・税番号制度〈マイナンバー〉」の入口から簡単にアクセスすることができます。 
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この手引で用いている略語は、次のとおりです。 

  法 ·································· 法人税法（昭40法律第34号） 

  令 ·································· 法人税法施行令（昭40政令第97号） 

  規 則 ······························ 法人税法施行規則（昭40大蔵省令第12号） 

  措置法 ······························ 租税特別措置法（昭32法律第26号） 

  措置法令 ···························· 租税特別措置法施行令（昭32政令第43号） 

  措置法規則 ·························· 租税特別措置法施行規則（昭32大蔵省令第15号） 

  震災特例法 ·························· 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する 

   法律（平23法律第29号） 

  復興財源確保法 ······················ 東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源 

 の確保に関する特別措置法（平23法律第117号） 

  復興特別所得税令 ···················· 復興特別所得税に関する政令（平24政令第16号） 

  新信託法 ···························· 信託法（平18法律第108号） 

  特定非営利活動促進法一部改正法 ····· 特定非営利活動促進法の一部を改正する法律（平23法律第70号） 

地域再生法一部改正法················ 地域再生法の一部を改正する法律（平27法律第49号） 

 

 

 (注) この手引は、平成 27 年４ 月１日以後に終了する連結事業年度等分の法人税及び地方法人税の申告書別表に対応

しています。 

   なお、平成 26 年 10 月１日前に開始した連結事業年度分の申告を行う連結法人については、地方法人税の申告

は不要であるため、この手引の記載内容のうち、地方法人税に関する事項を考慮する必要はありません。 


